
第２４号議案 

品川区立従前居住者用住宅条例の一部を改正する条例 

１．改正理由 

性的マイノリティ当事者のパートナーシップ関係に係る生活上の不便軽減など、当事

者が暮らしやすい環境づくりに繋げることを目的に「東京都オリンピック憲章にうたわ

れる人権尊重の理念の実現を目指す条例」が改正され、「東京都パートナーシップ宣誓

制度」が開始された。

   この制度を活用し、パートナーシップ関係の相手方と同居している者や同居しようと

する者を従前居住者用住宅の資格要件および使用権の承継要件に追加するため、品川区

立従前居住者用住宅条例の一部を改正する。

２．改正内容 

改正内容 現行 改正案

（第４条） 

パートナーシップ関係にある

者の申込要件の整備

現に同居し、または同居しよ

うとする配偶者

（婚姻の届出をしないが事実

上婚姻関係と同様の事情にあ

る者および婚姻の予約者を含

む。）

左記にパートナーシップ関係

の相手方を追加

（第１９条） 

パートナーシップ関係にある

者の承継要件の整備

当該従前居住者用住宅の使用

権を承継しようとする者が、

使用者の配偶者（同上）また

は一親等内の血族もしくは姻

族であって、当該従前居住者

用住宅に使用当初から引き続

き居住しているもの

左記にパートナーシップ関係

の相手方を追加

３．新旧対照表 

   別紙のとおり。 

４．施行日 

   令和５年４月１日から施行する。 
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品川区立従前居住者用住宅条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

改正後 改正前 

（申込者の資格） （申込者の資格） 

第４条 従前居住者用住宅を使用しようとする者は、次の各号のいずれかに

該当する者でなければならない。 

第４条 従前居住者用住宅を使用しようとする者は、次の各号のいずれかに

該当する者でなければならない。 

(１) 整備事業の施行等に伴い建替えまたは除却となる住宅に居住するた

め、住宅に困窮すると認められる者のうち、次の要件を備えるもの 

(１) 整備事業の施行等に伴い建替えまたは除却となる住宅に居住するた

め、住宅に困窮すると認められる者のうち、次の要件を備えるもの 

ア 整備事業の施行等に係る区域内に引き続き１年以上住所を有するこ

と。 

ア 整備事業の施行等に係る区域内に引き続き１年以上住所を有するこ

と。 

イ 世帯が独立して日常生活を営むことができること。 イ 世帯が独立して日常生活を営むことができること。 

ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）

でないこと。 

ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）

でないこと。 

エ 現に同居し、または同居しようとする配偶者（婚姻の届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者および婚姻の予約者を含む。

以下この条において同じ。）その他の親族または東京都オリンピック

憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現を目指す条例（平成３０年東

京都条例第９３号）第７条の２第２項の証明を受けたパートナーシッ

プ関係の相手方（以下「パートナーシップ関係の相手方」という。）

がいる場合には、当該者がウに掲げる要件を満たすこと。 

エ 現に同居し、または同居しようとする配偶者（婚姻の届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者および婚姻の予約者を含む。

以下この条において同じ。）その他の親族がいる場合には、当該親族

がウに掲げる要件を満たすこと。 

(２) 整備事業の施行等に伴い建替えのために仮住居が必要となる建築主

のうち、次の要件を備えるもの 

(２) 整備事業の施行等に伴い建替えのために仮住居が必要となる建築主

のうち、次の要件を備えるもの 

ア 世帯が独立して日常生活を営むことができること。 ア 世帯が独立して日常生活を営むことができること。 

イ 暴力団員でないこと。 イ 暴力団員でないこと。 

ウ 現に同居し、または同居しようとする配偶者その他の親族またはパ

ートナーシップ関係の相手方がいる場合には、当該者がイに掲げる要

件を満たすこと。 

ウ 現に同居し、または同居しようとする配偶者その他の親族がいる場

合には、当該親族がイに掲げる要件を満たすこと。 

（使用権の承継） （使用権の承継） 

第19条 区長は、使用者（第４条第１号に規定する者に限る。以下この条に第19条 区長は、使用者（第４条第１号に規定する者に限る。以下この条に
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改正後 改正前 

おいて同じ。）が死亡した場合において、その死亡時に当該使用者と同居

していた者が引き続き当該従前居住者用住宅に居住することを希望すると

きは、次の各号のいずれかに該当する場合に限り、当該従前居住者用住宅

の使用権の承継を許可することができる。 

おいて同じ。）が死亡した場合において、その死亡時に当該使用者と同居

していた者が引き続き当該従前居住者用住宅に居住することを希望すると

きは、次の各号のいずれかに該当する場合に限り、当該従前居住者用住宅

の使用権の承継を許可することができる。 

(１) 当該従前居住者用住宅の使用権を承継しようとする者が、使用者の

配偶者（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を

含む。）、一親等内の血族もしくは姻族またはパートナーシップ関係の

相手方であって、当該従前居住者用住宅に使用開始当初から引き続き居

住しているものであるとき。 

(１) 当該従前居住者用住宅の使用権を承継しようとする者が、使用者の

配偶者（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を

含む。）または一親等内の血族もしくは姻族であって、当該従前居住者

用住宅に使用開始当初から引き続き居住しているものであるとき。 

(２) 前号に掲げるもののほか、区長が特別の事情があると認めたとき。 (２) 前号に掲げるもののほか、区長が特別の事情があると認めたとき。

２ 区長は、前項の規定による許可を受けようとする者（同居する者を含む。）

が暴力団員であるときは、同項の許可をしてはならない。 

２ 区長は、前項の規定による許可を受けようとする者（同居する者を含む。）

が暴力団員であるときは、同項の許可をしてはならない。 

付 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 


